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                  沖縄県内の事業所の事業主であれば、
農林水産団体に限らず加入することができます。
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              【退職金の準備をサポート！】

              退職金制度 3分動画はコチラ 
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                退職金制度 3分動画はコチラ
              
            

          

        

      
      
        

          
            
              退職金制度について
            

            
              退職金は、退職後の生活保障や優秀な人材の雇用確保などを目的とした賃金制度です。退職金制度があることで、従業員が安心して働くことができるため、それぞれのモチベーションが向上し、会社の生産性の向上、そして安定性へとつながることが期待されます。
            

            
              退職金制度は、会社の任意で導入を決定するものですが、賃金と同様に、会社の経営にかかわらず支払義務が生じます。将来に向けて維持継続できるような導入を検討をすることが重要です。
            

            
              経営者にとっては、人材確保から事業の発展へとつながる利点がある一方で、財務的な負担が伴うことから、そのコストを考慮しなければなりません。
            

            
              将来の退職金の支払いに備え、その原資を計画的に外部に積み立てておくことは、資金繰りのリスクを抑えることや税法上の優遇措置を受けることができるため、経営面で非常に効果的です。会社の経営状況の悪化などによるリスクを回避することができ、従業員が安定的に退職金を受け取ることが可能になります。
            

            
              以上のように、退職金制度の導入およびその原資を外部に積立てることは、会社と従業員の双方にとって非常にメリットがあると考えられます。
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          加入のメリット
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              退職金財源の安定確保
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              税法上の優遇措置
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              福利厚生の拡充

            


        

      

      
        
          
            
              
                
                  退職金共済事業

                  詳しく見る

                

              
            

            
              
                
                  福利事業

                  詳しく見る

                

              
            

            
              
                
                  福祉事業

                  詳しく見る

                

              
            

          

        

      

      
        
          
            Flow加入の流れ
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                    01.まずはお問い合わせください。

                    ヒアリングと制度のご説明をいたします。
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                    02.退職給与規程の整備

                    労働組合等への説明や行政庁への届出が必要となる場合がございます。
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                    03.お申込み

                    退職金共済事業契約を締結します。共済会と契約者様との合意により掛金を設定いたします。
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                    04.加入金及び初回掛金の払込み

                    加入金（1,000 円）と初回の掛金の払込みをお願いします。

                  

                

              


          

        

      

      

      
        
          
            
              よくある質問

              	加入するには条件がありますか？
	
                  沖縄県内の事業所の事業主であれば農林水産団体に限らず、加入することができます。

                
	加入対象者の範囲はありますか？
	
                  特定退職金事業は職員（契約社員等も含む）が加入できます。
施設退職金事業は役員及び職員（契約社員等も含む）が加入できます。

                
	掛金の設定は方法はどのようにしますか？
	
                  個人毎に、標準給与表に基づいた設定方法又は退職金要支給額を超えない範囲で計算し、設定します。
また、特定退職金共済事業については、30,000（60口）が限度額です。

                
	特定退職金共済事業と施設退職共済事業の違いを教えてください。
	
                  特定退職金共済事業については、所得税法施行令第７３条に基づいた退職金制度です。
税法上の優遇措置を受けることができます。
施設退職金共済事業については、特定退職金共済事業を補完する共済会任意の退
                    職金制度です。
両方の制度を活用することによって、より安定した退職金を確保することができます。

                
	懲戒解雇（従業員に退職金を支給しない）時はどのように処理しますか？
	
                  特定退職金共済事業については、所得税法に基づき加入団体へ返還せず、他加入者に係る将来の支払財源に充当されます。
施設制度退職金共済事業については、通常どおり加入団体へ返還します。

                
	退職金の支払方法はどのようにしますか？
	
                  退職時に一括して受け取る一時払いを採用しています。

                
	税法上の優遇措置とは何ですか？
	
                  特定退職金共済事業に基づく掛金は全額損金処理ができます。

                


            


            
              
                [image: ]
                Donation福祉事業社向けに寄付を
定期的に行っています。

                詳しくはこちら
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